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米国の関税の狙いは中国をグローバル・サプ
ライチェーンから分離することであろう。世
界貿易では、企業内貿易が総貿易量の40％を
しめるともいわれている。中国からのハイテ
ク製品輸出の40％程度が外資企業によるもの
とみなされている。つまり米国政府は自国籍
の多国籍企業の製品に関税をかけ企業への税
負担を増し、最終的には米国消費者に負担を
かけることとなるが、それでも国家の長期の
安全保障上の必要性が短期的な経済利益に優
先すると考えているようである。多国籍企業
のグローバルな生産の実態は極めて複雑なも
ので、実証のための企業レベルのデータを手
に入れるのは極めて困難とおもわれるが、今
はじめに
　現下の国際政治経済問題は中国との貿易不
均衡の是正に発した米中貿易摩擦であり、米
中の制裁関税引き上げの応酬である。第４弾
の関税引き上げが実施されると、米国の実効
関税率は20％を超え、1930年代の水準に戻る
と言われる。人々は30年代の関税競争がブ
ロック経済に導き、第２次世界大戦への１つ
の原因であったことから、現在の米中貿易戦
争の成り行きを危惧している。グローバル・
サプライチェーンを形成した、米国系多国籍
企業は中国で組み立て生産し米国へ輸出する。
それが貿易赤字を生み出しているとすれば、
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The Current Development of Multinational Enterprises’ “Theories”:
The Interaction Between Economics and Other Social Science
　
関　村　正　悟
SEKIMURA, Shogo
　現在の経済学における多国籍企業の行動を説明する経済論理はいかなるものであるか､
多国籍企業論の発展過程に即し現代経済学の展開をモニターし、その現段階を見極めよ
うとした。本来、その分析は政治経済学的アプローチを必要とする。スティーブン・ハ
イマーを起源とする多国籍企業論と主流派経済学の国際貿易論、直接投資論の比較をお
こない、オリバー・ウイリアムソンの内部組織と取引費用の経済学と国際経営学との関
連をさぐった。最期に、ボールドウインの経済理論の構成と成立をさぐり、その理論の
帰結であるICT革命による第２のアンバンドリング＝第二次グローバリゼーション＝グ
ローバルバリューチェーン革命の構造とその影響について探求した。さらに今後の政治
経済学への展開を現代の多国籍企業論として展開する可能性を探った。
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組み込まれたのが中国製造業である。いわゆ
るスマイルカーブの最も付加価値の低い製造
組み立て部分に低技能低労賃の労働者を供給
し成長したのが中国である。産業の高度化を
めざし、多国籍企業の生産ノウハウや技術移
転をベースにして、自立するテクノロジーを
創新しようとしているのが現段階の中国であ
り、その目的を達成するための国家の産業政
策が「中国製造2025」プログラムの本質であ
る。しかし、米国の安全保障の観点から中国
の強国化を阻止し、中国の政治経済体制を米
国主導の国際秩序と適合させるよう中国に対
し、改革を要求し強要するのが米国の政策で
ある。その手段の第一歩が関税政策であり、
その関税の効果はグローバル・バリュー
チェーンの再編、中国からの生産拠点のシフ
トを誘導し、中国製造業基盤の成長を阻害し、
中国の経済基盤の弱体化をめざすことにあろ
う。その狭間にある米国多国籍業は、いかに
対応するのか、その経済論理を主流派経済学
はどのように説明するのか。多国籍企業論の
発展過程に即し現代経済学の展開をモニター
し、その現段階を見極めようとするのが本稿
の問題意識である。
１．スティーブン・ハイマーの多国籍企
業概念の発見
　多国籍企業という言葉が使われ出し、問題
にされだしたのは1960年代であろう。そして
学術的世界で多国籍企業論が研究のジャンル
として成立しその創始者とみなされているの
は、スティーブン・ハイマーとされている。
彼の研究課題は、国際資本移動の説明論理で
あり、それまでの証券投資理論、つまり利子
率の理論による資本移動の決定論に対する否
定である。それは、「証券投資家達はそれぞれ
回の関税問題により、現実が実験となり、意
味あるデータが得られるかもしれない。デー
タ収集はそのデータを分析するフレームワー
クが前提とされる。多国籍企業の行動を分析
する経済学のフレームワークをデータに先行
して検討する必要があろう。現在の経済学に
おける多国籍企業の行動を説明する経済論理
はいかなるものであるか、再考に値すると言
えよう。
　戦後圧倒的な米国のヘゲモニーにより形成
された世界秩序＝パックス・アメリカーナに
おける、米国のパワーの源泉は軍事力、ドル
体制、そして多国籍企業の活動といわれた。
その一翼をになう多国籍企業を主流派経済学
による把握の変遷を本稿ではなぞってみる。
90年代以降加速化されたグローバリゼーショ
ンの流れのなかで、中国という新たな世界秩
序への挑戦者があらわれたといえる。その中
国の経済体制が、自由主義市場経済のシステ
ムとは相容れない異質性をもつと米国が明白
に認識したのは、中国による産業補助金政策、
知的財産権保護政策、契約と法の支配の特殊
性といった分野である。党が国家の上位に位
置する政治経済システムのなかで保護された
国有企業の対外活動は自由経済の国際市場の
システムの公平性に反していると認識したか
らである。米国議会においても対中強硬策が
超党派によるコンセンサスが急速に形成され
た。幾つかの先端技術分野、特に5G通信技
術で米国を凌駕しはじめ、軍事技術面での米
国の優位を脅かし始めている。米中間の技術
と軍事の覇権争いは、その基盤をなす経済力
に目が向かう。中国の開放政策とは、外資導
入による成長であり、2001年にWTOに加盟
し、貿易の国際ルールに適応することにより、
結果としてグローバル・サプライチェーンに
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最高の収益をもたらす国に投資することに
よって自らの利潤を極大にする。」１）という
理論の否定であった。
　ハイマーは米国の1920年代から10年刻みで
の資本移動のパターンを検討した結果、1956
年までの直接投資のトレンドは利子率決定論
では説明できないとした。
　米国直接投資動向を説明する理論として、
民間海外直接投資が重視され、それは企業が
海外での経営支配を求める行動であり、海外
子会社経営支配による利潤の拡大を特色とす
る。証券投資の理論では収益をえるには市場
が不完全であるため、市場の不完全性に対応
するため経営支配が必要になるという論理で
ある。市場の不完全性を経営支配により競争
優位が保持できるとした。以後、直接投資を
行い対外事業活動を行う企業という定義が多
国籍企業の基本概念となり、国際収支統計上
の証券投資と直接投資の区別が重視され、海
外直接投資活動の主体としての企業、多国籍
企業「論」という研究分野が普及することに
なる。ハイマー以前においては海外直接投資
という概念は学術的な分析対象として成立し
ておらず、この点にハイマーの独創性、つま
り新たな概念の創出したことが高く評価され
ている。２）　同時にこの新概念が、国際収支
分析というマクロ経済分析からミクロの企業
行動分析への研究重点のシフト＝転回の始ま
りを創出した。のちに経営学における国際経
営論につながり、また、経済学においては市
場構造における企業の競争優位という産業組
織論的アプローチが国際企業活動に適用され
る道を開いたといえる。一方、国際経済学の
主要テーマとなるはずの、資本移動論では、
貿易論の一部として取り扱われ、新古典派貿
易論では生産要素としての資本の取引、つま
り生産要素の国際移動に吸収されていた。一
方、ハイマー自身は、博士論文以降の理論展
開において、国際寡占論を展開し、よりマル
クス主義的な「多国籍企業の政治経済学」を
展開することとなった。３）宮崎義一による邦
訳書後書きによれば、MITのキンドルバー
ガーの指導のもと、1960年に「企業の対外事
業活動―対外直接投資の研究」でPh.Dを取
得したものの、その博士論文はやっと1976年
に公刊されたとのことである。その博士論文
の要約を「アメリカン・エコノミック・レビュ
ウ」や「ジャーナル・オブ・ポリティカルエ
コノミー」誌等に寄稿したが、レフリーやエ
ディターによって反対されついに採択されな
かったとのことである。ハイマー自身39才の
若さで1974年２月２日に交通事故で亡くなっ
ているので博士論文の公刊は没後のこととな
る。宮崎の解釈によれば、ハイマーは1966年
頃から思想転換があり、1969年頃は「社会の
急進的変革」に関心を示し、1969年12月の「急
進的政治経済学者連合」の第１回会合に参加
したとされている。「多国籍企業と国際寡占」
はマルクス主義への接近以降の最初の作品と
されている。４）
２．多国籍企業論誕生の経済的背景５）
　ハイマーの研究動機は、当初は国際資本移
動の解明であった。国際資本移動が当時問題
にされていた背景は、1950年にはじめて米国
の国際収支が赤字となり、米国の戦後の経済
力の独占にたいし、動揺が見られ始めたこと
である。1957年にはEUの基となるローマ条
約 が 成 立 し、 翌 年 ヨーロッパ 経 済 共 同 体
（EEC）が創設され、また同年イギリスポン
ドが国際通貨として交換性を回復することと
なった。米国の58年からの急速な国際収支赤
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民間海外投資規制については証券投資規制で
あり、多国籍企業の資本進出については自主
規制を求めたのにすぎなかったが、今回の規
制は多国籍企業を主目標にしたものであった。
この直接投資規制はきめの細かいもので、Ａ）
新興国への投資は寛大で、Ｂ）オーストラリ
ア、イギリス、アイルランド、日本、香港な
どの友好国向けは、Ａ）に準じた緩さで、し
かしＣ）EEC ６カ国やスゥエーデンやスイ
ス等には極めて厳しく規制するものと地域と
国による細かい区分と階層づけを行うもので
あった。
　また直接投資者とは、１）外国企業への株
主投票権10％以上、２）外国企業の利益の配
分が10％以上を支配するか、３）外国企業の
資本の10％以上の処分権を持つものとした。６）
1970年７月、米国議会の両院合同委員会によ
る「1970年代の米国の対外経済政策」の公聴
会が四日間にわたり開かれ、そのpart4とし
て多国籍企業について全面的な検討が経済界、
金融界、学会、労働界、さらには海外の政治
家に対して公聴が行われた。多国籍企業と世
界経済、対外直接投資の影響、国際収支との
関連、法的問題等様々な論点について証言と
質疑が行われた。この委員会の委員長である
ヘイル・ボックスが指摘するするように、多
国籍企業の海外事業活動が、米国内では許さ
れない事業を行っていないのかどうか、また、
海外の米系子会社に対する反トラスト法の適
用や様々な通商規則、また国際収支上のガイ
ドラインの適用を行うとすれば米国の主権の
域外適用であるのかどうか等が討議課題で
あった。さらに多国籍企業の機能について技
術革新の成果や企業経営ノウハウの世界への
伝達方法として優れているという多国籍企業
を肯定する議論、それとは逆に、米国内の就
字はこのヨーロッパにおける制度変化に対す
る多国籍企業の反応の結果といえる。また、
戦後当初のドル不足が解消され、ドルが欧州
に蓄積されはじめドル不安につながる状況と
なっていった。この時期から、米国は様々な
ドル支援政策を打ちだしてくることになる。
アイゼンハワーによる60年11月の緊急国際収
支改善策、さらに、61年にケネディ政権は「国
際収支と金に関する特別教書」を発表する。
それに基づきいわゆる金プール協定が61年12
月に開始され、さらにローザボンドの発行が
行われた。62年に入り、FRBと欧州各国中央
銀行との間でスワップ協定を実施する。長期
的対策として、民間資本取引の制限や外国資
本の流入促進策、貿易拡大策を採用した。つ
いに63年には利子平衡税を提案し、64年に時
限立法として実施したのである。ハイマーの
博士論文が登場した1960年の文脈は、1958年
から米国の国際収支赤字の急速な拡大とそれ
を生み出す資本移動の解明が政策課題として
重要であったこと。赤字の要因として、急増
する海外直接投資が注目され、その行為主体
として多国籍企業の直接投資行動に焦点が集
まっていたのである。
３．米国の国際収支問題と多国籍企業の
政治問題化
　さらに、1968年には、ジョンソン政権によ
るさらなる国際収支改善策が発表された。こ
れは1967年年11月のポンドの２回目の切り下
げや、それに引き続く激しいゴールラッシュ
による米国からの大量の金の流出への対策で
あった。ジョンソン政権の国際収支改善策の
内で注目されるのは、民間企業の対外向け直
接投資規制に法的強制力を与えた点である。
それ以前は主に政府の対外支出削減を主とし、
― 131 ―
多国籍企業「論」の現代的位相
を提起しているが、直接投資についての学問
的関心は最近になってようやくおこってきた
にすぎず、「直接投資の理論」は未だに混沌た
る状態にある。」といった認識を示している。10）
そして、直接投資論における定型化された事
実は以下の通りであった。つまり１）1970年
における直接投資残高はイギリスとアメリカ
の２国で80％を占める。２）特定産業への集
中、つまり石油、自動車、化学、電気、機械、
非鉄金属への巨額投資という顕著な傾向であ
る。３）先進国間の相互交流が顕著である。４）
1970年においてはヨーロッパからアメリカへ
の投資が大きく、特にヨーロッパからアメリ
カへは株式投資や短期資産取得が大きく、ア
メリカからヨーロッパへは直接投資が大きい
としている。そして「直接投資とは企業が新
しい事業分野・新しい市場・新しい地域へ進
出することを意味し、企業成長の過程に現れ
る現象である。」「直接投資の主体である企業
は資本（投資資金）の集積というよりは、む
しろ様々な「経営資源」のかたまり（集合体）
と考えるのが適切である。」と総括している。11）
さらに「直接投資とは資金の移動よりもむし
ろ経営資源がその限界生産性の低い地域や国
からより高いところへと移動する事に他なら
ない。」アメリカやイギリスの比重が高いの
はその「経営資源」つまり国際的な企業経営
のための能力・経験が大量に蓄積されている
事を反映している。そして直接投資が自由に
行われることはそれが独占その他の価格機構
の歪みや、関税その他政府による人為的干渉
に基づくものでない限り、基本的には世界全
体としての資源配分を改善し関係諸国の経済
厚生をたかめることになる。12）この叙述の前
半の１）から３）まではキンドルバーガ 「ー国
際化経済の論理」等で指摘されており13）、そ
業機会の損失なのかといったネガティブにと
らえる議論の比較検討であった。７）これらの
課題は今日も引き続き問われている。それは
あたかも2019年７月にフェイスブックに対し
て行われた議会公聴会と同型といえる。つま
り、多国籍企業は政治問題として取り上げら
れ始めたということである。
　国際収支の赤字化という国家レベルの政策
課題が発生することにより、その原因とみな
された多国籍企業の活動が米国の国内政治レ
ベル問題とされ、国際収支、直接投資、多国
籍企業という経済カテゴリーから、雇用の国
外流出、国内の所得分配という経済カテゴ
リーへ分析が転回し、経済と国内政治がつな
がり、経済課題が政治の政策課題に拡大した。
つまり、経済カテゴリーから政治カテゴリー
に転回し、選挙や各利害集団間の調整を引き
起こす経済―政治カテゴリーへと関心が惹起
されることにより、政治家の政策課題として、
また政治学の分析対象としても成立すること
になる。国際政治学や国際関係論において、
国際経済現象を政治と経済の相互関係を分析
対象とする国際政治経済学（IPE）が主要な
分野として成立してくる。８）多国籍企業論は
貿易や通貨、国際金融システムの政治経済学
と並んでグローバルキャピタピタリズム論の
主要な部分となった。９）
４．貿易理論としての海外直接投資：主
流派国際経済学のアプローチ（１）
　一方、70年代の「現代」経済学の多国籍企
業に対するアプローチはあくまで直接投資論
として、国際経済学の一部門である貿易論と
して取り扱われた。1972年に公刊された当時
の日本の代表的な国際経済学の教科書は「直
接投資は今日の国際経済において様々な問題
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なったともいえる。しかしクルーグマンの新
貿易理論では「企業の同質性」を前堤として
いたため２）貿易の40％が同一企業間での取
引であるという命題の説明はできなかった。
之がモデル構築により解決されるには2003年
のメリッツによる「企業の異質性モデル」、
いわゆるメリッツモデルを待たなければなら
なかった。メリッツ・モデルは、企業には生
産性の格差があり、生産性の高い企業の利潤
は高く、輸出に必要な最低限の初期の固定費
用を負担することができるが、生産性の低い
企業は輸出に参入するのに必要な費用を負担
できないため輸出ができないというモデルで
ある。貿易の自由化が行われると、輸出が行
える生産性の高い企業は雇用者を増やすため、
実質賃金が上昇し、十分な賃金が支払えない
生産性の低い企業は退出をよぎなくされると
いうモデルである。16）さらにメリッツのモデ
ルを拡張したヘルプマンは輸出と海外直接投
資を比較し、生産性の高い企業は海外直接投
資を選択するとした。海外直接投資は、固定
費用の負担が大きいが輸送費用を節約できる
ため、売上高の大きい生産性の高い企業に有
利となる。水平的外国直接投資は輸送費用を
節約するのが目的であり、一方、生産費用の
節約を目的とするのは垂直的海外直接投資で
あると区分けができ、海外直接投資のパター
ンも説明することが出来る。さらに、海外子
会社との企業内貿易を行うか、それとも外部
企業に外国生産委託（オフショア・アウトソー
シング）を行うかの選択という企業の戦略的
投資決定論に展開された。17）
　貿易論、海外直接投資論、そして（多国籍）
企業の海外事業活動の形態の選択という企業
戦略論に焦点が移った。
れに「経営資源」という概念は、ペンローズ
の「会社成長の理論」に由来する。４）にお
ける著者らの立場は、「自由な直接投資は、価
格メカニズムに歪みがない限り経済厚生を高
める」と明白に主張したところにある。伝統
的な経済学の、自由な市場が経済厚生を高め
るという思想を継承している。しかし、ハイ
マーの論文の骨子である、市場の不完全性に
対応する組織体としての多国籍企業の活動と
いう分析の前提とは論理の方向は真逆であっ
たといえる。
５．主流派国際経済学のアプローチ－（２）
新貿易理論からメリッツ・モデルへ
　その後の国際貿易論の展開は、１）貿易金
額の相当数が、同じ産業内で行われ、世界の
貿易金額の25％から50％弱程度と推測されて
おり、しかも２）それが同一企業内の取引き
であるという推測された事実を説明する理論
モデルの開発であった。14）輸出金額は国内総
生産の大きな割合をしめているが、輸出企業
は少数であり、輸出企業の上位10％が米国の
場合では輸出総額の96％を占めるという実証
の説明である。15）第１の産業内貿易について
は1980年にクルーグマンにより、規模の経済
と収穫逓増を前提にする独占的競争理論を貿
易理論に取り入れた新貿易理論によって説明
された。貿易理論に産業組織論のアプローチ
である独占的競争理論を導入したのである。
このことは、先に述べた70年代初頭の現代経
済学が前提とした完全競争モデルを放棄する
ことを意味する。つまりハイマーの理論の中
のコア命題である市場の不完全性に回帰した
こと、ハイマー及びキンドルバーガーの産業
組織論的アプローチが貿易理論モデルに組み
入れらることにより理論の新展開が可能に
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優位性の源泉と論じた。20）企業が市場取引を、
企業の外部と行うよりも、集権化されたコン
トロールのもとに直接活動を行う海外子会社
を設立する方が取引き費用を節約できる。取
引の不完全性が、企業による内部市場を作り
出し、企業は不完全市場の世界において収益
を最大化し、さらに国境を越えた市場の内部
化が多国籍企業を生み出す。「取引費用を節
約するための努力の過程で企業成長はより巨
大な企業を生み出し、構造的な市場の不完全
性をもたらし、より巨大な企業はより高度な
レベルの情報にアクセス可能となり、さらに
それを所有することができる。巨大企業は資
産特殊性の高いレベルで経営を行うため、優
位を確保し節約を達成し、これらの要素は内
部化の傾向を増加させ、より構造的不完全性
への傾向を増大させる。」21）特に内部化から
大きな寄与を得られるのは中間財市場と知識
市場と言われる。この取引費用の理論が、研
究の関心を、企業内部に向け、国際的な生産
構造へと、また国際的企業組織構造へと向け
ることになった。ここに産業組織論の研究か
ら出発した経営学者が、その代表例はハー
バード大学のマイケル・ポーターであるが、
市場の競争構造の分析から経営学の企業戦略
論へと、転回＝展開することができたのは、
小田切尚之が指摘するように、産業組織論と
企業戦略論は裏表の関係にあるからである。
つまり、産業組織論は「どのような企業行動
が独占への弊害を生むかを分析するのに対し、
経営戦略論は、独占的利益を生むにはどのよ
うな戦略をとればよいのかという研究だから
である」。22）一旦企業戦略となればチャンド
ラーの命題、「組織は戦略に従う」により、企
業戦略論から企業の組織の構造論へとシフト
し、その国際的展開を研究対象とする国際経
６．取引費用経済学から経営学への転回
　一方この間、多国籍企業の実態についてよ
り豊かな研究を生み出したのは経営学による、
特に国際経営論ではないだろうか。
　周知のように、新古典派企業理論は企業を
物理学にならって１つの質点としてとらえ、
点と点の関係を市場交換のメカニズムとして
描写する。産業組織論においても、企業組織
の内部を分析の対象とはせず、市場の構造、
産業における企業間の組織、企業の行動と
いった企業の外側からの分析であった。そし
て生産組織の構造には関心を払わなかった。
企業の経営資源の内部組織化の議論は、国際
事業に関心をもつ研究者によって取り扱われ
てきた。経済学が企業の内部組織に注目した
のは、コースの1937年の論文を起源とし、オ
リバー・ウイリアムソンにより開拓された取
引費用の経済学であり、それが多国籍企業の
内部化の理論的説明に応用されたのである。
取引費用の経済学は「企業の外部では、価格
の変動が生産を方向付け、市場における交換
取引により調整される。しかし企業の内部で
は市場取引は排除され、交換取引を伴う複雑
な市場構造にかわって、調整者としての企業
家が生産の方向付けを行う」18）という市場と
組織の理論である。企業内部における資源配
分を組織化する費用と市場を通じる取引を行
う費用の大小により企業規模の限界を形成す
る。ウイリアムソンは企業経営の歴史全体が、
企業の内外からの影響によって取引費用の節
約を達成するという企業目的に沿って発展し
てきたとする。19）ウイリアムソンの内部組織
の経済学は企業行動の前提に１）限定された
合理性、２）機会主義的行動、３）資産特殊性
といった概念を導入し、内部化が企業の競争
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業の事例研究にその豊かな成果を生み出して
いる。ジェフリー・ジョーンズのユニリバー
研究にみられる詳細な歴史的事例研究にこそ、
個別企業の全体性を分析することでえられる
豊かさを示している。25）それはビジネスヒス
トリーの分野でも様々な成果をもたらしてい
る。多国籍企業「論」の現代的位相は国際経
済学の理論的分析から、産業組織論や取引費
用の経済学を媒介として経営学の企業戦略論
や組織論研究に展開し、さらには企業の個別
事例の歴史研究を通じて、多国籍企業論もビ
ジネスヒストリーの分野に科学としての歴史
学の方法の適用対象に転回したと言えよう。
７．金融のグローバリゼーションと多国
籍企業論
　70年代以降積極化する多国籍企業の活動は
グローバリゼーションの担い手であると同時
に、グローバリゼーションが多国籍企業の展
開を促進したことは多くの人の認めるところ
だろう。26）米国の国際収支赤字は、遂に1971
年８月のいわゆる「ニクソンショック」を引
き起こす。米国は、金ドル交換停止に追込ま
れ、ブレトンウッズ体制の、アジャスタブル・
ペッグの固定相場制を放棄し変動相場制に移
行することなる。その結果「資本移動の制限」
が取り払われ、資本移動が活発化し、その量
的拡大も急速となる。それは資本金融市場の
統合をもたらした。この国際資本市場取引の
拡 大 で 生 じ て く る ク ロ ス ボーダーM&Aは、
海外直接投資と証券投資の形式的区分を流動
化する。80年代に加速化するグローバル化と
多国籍企業の活動の特徴は、サービス産業の
多国籍企業の活動が急拡大したこと、特に金
融―サービス業の急速な発展といえよう。
サービス分野の中味は貿易、金融、個人及び
営の組織論にシフトすることになる。またウ
イリアムソン自身が、チャンドラーの組織論
のベースとなった、複数事業部制（いわゆる
Ｍ型組織）の組織研究を継承しており、多国
籍企業への適用においては、「国内に基礎をお
くものから、海外事業をふくむものへと拡張
するためにＭ型構造を利用するもの」とみて
おり、「複雑なビジネス構造を半自律的な業務
単位に分割するという国内向けＭ型戦略が、
海外子会社の管理にも適用された」と指摘し
ている。23）さらに、「アメリカの企業の方が
ヨーロッパの企業よりも、Ｍ型構造を採用す
ることが早かったことが対外直接投資に比較
的早くから従事することが出来た理由」であ
り「Ｍ型構造を採用して初めて多国籍管理能
力が出現した」としている。まさに組織の理
論と直接投資の理論の結合といえる。従って
ウイリアムソンの内部組織の経済学は初期に
おいて経営学内部の組織論の一角にも位置づ
けられていた。既に述べたように、国際経済
学の直接投資論は、現在ではメリッツの「企
業の異質性」モデルに展開され、国際貿易論
は企業論との連結へと転回をみせた。一方、
ウイリアムソンの取引費用の経済学は組織の
内部費用の節約という観点から組織構造を分
析することにより経営学の、特に国際経営論
の組織構造論の経済学的基礎付けとなった。
同時に経済学の多国籍企業論は内部化理論を
媒介に国際経営論における組織論と生産構造
論への転回をみせることになる。ここ数年で
は、国際経済学において契約の不完全性をモ
デルに取り込み「企業組織と貿易の理論」が
新潮流の一つとなりつつあるともいわれる。24）
　しかし、国際経営論や経営学のモデルは主
流派経済学における演繹―実証モデルのアプ
ローチをとることは稀であり、むしろ個別企
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報技術の爆発的展開が、まずは金融グローバ
ル化を推進し、しかし、金融に対する規制が
強まり、金融の輝きが消えると、主役は、
ICT企業となる。多国籍企業「論」もこの新
たな位相のもとに、新たな事態を説明する新
たな概念体系を必要とする。その手がかりと
なるのがICT革命と国際生産の変貌を大きな
歴史の中でとらえようとするのがR.ボールド
ウィン の2016年 に 公 刊 さ れ た「The Great 
Convergence」：Information Technology And 
the New Globalization（邦訳　『世界経済　大
いなる収斂』であろう。30）
８．ICT革命とグローバリゼーション
　グローバリゼーションの歴史の通説は第一
次産業革命が達成された1820年頃から第一次
大戦が勃発する1914年を終点とし、両大戦は
第１次グローバリゼーションの後退の時期、
第２次グローバリゼーションは戦後経済の復
興をへて、1970年頃から活発化するというも
のである。31）貿易と資本移動の世界経済の
GDPにしめる比率が、1914年の水準に達した
のはおよそ1970－80年頃とされる。この戦後
の経済回復から開始し、1970年頃から加速化
したのが第２次グローバリゼーションという
見方が一般的であろう。しかし、ボールドウィ
ンはこの区分とは異なり、産業革命を起点と
し1990年までをオールドグローバリゼーショ
ンと呼び、1990年を境とし、ICT革命によっ
てひきおこされるグローバリゼーションを
ニューグローバリゼーションと呼ぶ。ポメ
ラッツらの「大分岐論」（great divergence）に
みられる歴史観と親和的である。産業革命以
来続いた欧米先進国の工業化は南の新興国と
のGDPシェア格差を一貫して拡大してきた。
それが頂点に達した1990年までをオールドグ
法人向けサービス、専門的プロフェショナル
サービス、建設、通信、公益事業などを含む
多岐にわたるものである。さらに各分野は下
位の事業領域からなり、それぞれ異なった特
徴を持ち、複雑な関係を取結んでいる。27）さ
らに、サービス業の海外直接投資と、製造業
の企業がサービス部門に対して行う海外直接
投資とが区別しにくくなったことである。つ
まり企業の多角化が、海外展開されたという
ことである。規制緩和と自由化政策の広がり
によって国際ビジネスにおけるサービス産業
の重要性が一気に高まる条件が用意されたと
いえる。21世紀にはいった頃は世界の対外直
接投資の少なくとも半分がサービス産業とい
われている。28）71年のニクソンショックを起
点とし、2008年のリーマンショックを終点と
する金融グローバリゼーションの拡大加速化
の時代は長期の金融バブルの時代であったと
いえようし、また「金融により経済が乗っ取
られた時代」29）の始まりと終わりともいえよ
う。グローバリゼーションがごく通常のこと
として存在し始めると、多国籍企業の活動の
浸透もごく通常で自明のこと意識されるよう
になる。多国籍企業の活動の量と範囲は広
がったが、多国籍企業はなにか目新しい事象
とは認識されなくなり、金融の華々し活動に
隠れてしまい、多国籍国籍企業「論」として
独自の問題関心は、金融のグローバリゼー
ションの背景に隠れ、企業論一般の中に吸収
されてしまったと言える。確かに、ハイマー
論文にあった、市場の不完全性に対応する企
業が、所有資源の優位性を利用し多国籍企業
を生み出したとすれば、規制緩和により市場
が統合されると市場はより情報の非対称性を
削減し、多国籍企業の固有の優位性の一部が
減少したのかもしれない。ICT革命による情
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無国籍化を生みだした。
　知識の伝達コストが低減しても、ヒトの移
動を必要とする体面コストの削減は達成され
ていない段階では、ノウハウの移転先は近接
地域や国に集中する。この段階ではヒトの移
動コストが高いため、オフショアリング企業
は、工業大国の近く、例えば、ドイツに対す
るポーランド、日本に対する東アジア、アメ
リカに対するメキシコに集中する。このグ
ローバル・バリューチェーンに参加できた発
展途上国は少数に限られ、中国、韓国、イン
ド、インドネシア、タイ、ポーランドで製造
業生産が急増した。この産業集積の集中を説
明する経済理論は、デクシットとスティグ
リッツの独占的競争理論のモデル32）をベース
に空間に拡張したクルーグマン、ベナブルス、
藤田によって展開された空間経済学または新
経済地理学と呼ばれる理論である。33））さら
に都市の集積が産業の集積からイノベーショ
ンを生み出す論理は内生的経済成長理論を
ベースにしている。
　この第２のアンバンドリングにおいて、ICT
による、生産工程の解像度が上昇し、企業の
生産プロセスは４つの集積レベルに分解され
る。第１のレベルが最も基本機能作業である
「タスク」（Tasks）のレベル、第２が個々の
労働者が行うタスクのリストで構成される
「職種」（Occupations）－第３が近接する職
種のグループで構成される「工程」（Stages）
－そして最後が「製品」（Products）である。
この頭文字をとってTOSPのフレームと呼び、
バリューチェーンの細分化は、どのタスクを
どの職種に割り当てるのか、どの職種をどの
工程に割り当てるかによって決定されるとい
う。この生産工程の細分化はオフショアリン
グと結びつくことで、先進国の高技能と途上
ローバリゼーションとする。それは、蒸気機
関の発明を中心に輸送コスト、つまりモノの
移動のコストを削減したことにあり、一方、
ICT革命により知識＝情報の移動コストを削
減したのがニューグローバリゼーションであ
る。グローバリゼーション以前の世界では、
消費と生産の分離、地理的分離というアンバ
ンドリングが行われなかった。蒸気動力の導
入により、モノを移動するコスト、貿易コス
トが急速に下がり、貿易―工業化―成長の循
環が加速化し、200年足らずで今日の西欧先
進国と非西洋の間の大きな経済格差が生じた
というのが「大分岐」論である。その格差が
1990年を頂点に、流れが逆転し、僅か20年で、
豊かな国が経済に占める割合は1914年の状況
に戻っているという現象を「大いなる収斂
（Great Convergence）」と呼ぶ。この逆転を
解明するのがボールドウインである。ICT（情
報通信技術）革命により北から南への知識の
移転のコスト、つまり、「アイデア」を移動さ
せるコストが急激に下がり、北にある企業は
複雑な活動を遠隔地＝南において「調整」で
きるようになり、工場が国境を越えて切り離
され、生産工程を賃金の安い国へオフショア
リングすることが可能になる。さらに国内に
残った生産工程と海外に移転した生産工程を
シームレスにつなぐため、マーケティング、
経営管理、技術のノウハウも海外に送り込み、
生産工程を分解し、生産をフラグメンテー
ションし、グローバルな最適な生産立地を行
い、国際生産のネットワークを形成し、その
結果グローバル・バリューチェーン革命を完
成した。国ではなく生産工程の比較優位によ
る国際分散もバリューチェーンの地理的な分
散化を可能にする。その結果、非常に複雑な
生産連鎖と価値連鎖からなる、貿易の製品の
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は大きく異なると予想されるのである。
　ボウルドウインの原著は、多国籍企業論を
総体として分析する観点からすれば、財務、
税務、法制度との関連、さらには政治経済学
的展開は行われていない。生産組織と技術の
観点に限定しているのは,現代経済学の実物
的分析である貿易論の系譜を引くからであろ
う。この面ではICT革命下の多国籍企業論の
経済学的分析の基礎にととどまると思われる。
知識ベースの情報史観と最新の経済理論の結
合により今後のICT革命の下での多国籍企業
の活動を解明し、ICT革命下の多国籍企業分
析の新たな概念枠組みとして出発点といえる。
９．最後に
　ハイマーを起源とし、ボールドウインの「大
収斂」論までの経済学を中心とする多国籍企
業を巡る理論の展開と、隣接の社会科学への
展開を現実の歴史過程と関連づけながらな
ぞってきた。しかし現代の多国籍企業が直面
する課題は、抽象的レベルでいえば、多国籍
企業と国家の関連の分析枠組みと、AI化する
ICT革命という新たな技術進歩との関連であ
る。米国の巨大IT企業であるGAFA、つまり
グーグル、アマゾン、フェイスブック、アッ
プルの構築したプラットフォーム型ビジネス
モデルの引き起こす問題群に対する米国や
EC等の自由主義市場経済を原則とする政治
経済システムにおける政府と企業の問題が１
つである。第２が自由主義市場の原則とは異
なる国家経済システムにおける企業との競争
条件の調整と対抗政策の問題であり、最期に
安全保障の観点も含めた、ヘゲモニー国家と
それに挑戦する国家の間の社会経済システム
間の競争と紛争の問題である。自由主義市場
経済システムにおける国家政策としての貿易
国の低賃金の組み合わせが可能となる。この
組み合わせを持つ多国籍企業の競争力は、高
技能労働者と高賃金の労働者の組み合わせの
先進国の企業の生産を打ちのめす。
　さらにIC技術は２面性を持ち、IC技術間の
トレードオフを引き起こす。１つはアイデア、
指示、情報を伝達しやすくする調整技術
（coordination technology）であり、調整コス
トを引き下げ、特化をすすめる。一方、情報
技術（IT）は個々の労働者がより多くのタス
クに習熟しやすくする。したがって細分化に
対してこの２つの技術は正反対に作用する。
この論理の帰結は、この技術発展を作り出す
のは企業であり、生産工程の国際分割を決め
るのも企業であるため多国籍企業の影響は大
きくなる。従来の産業レベル、国レベルの国
際分業論を生産工程間の国際分業に変換する
ことは伝統的な経済学による国レベルの「自
由な貿易の利益」の概念を解体する。比較優
位の無国籍化である。その結果全ての国が貿
易から恩恵うけることにはならない。第２次
グローバリゼーションの原動力が情報通信技
術にあるため変化のスピード急激になり、影
響が生産工程毎に個別化され、予測が困難に
なり、コントロールするのも難しい。そして
新しい勝者と敗者が生まれ、先進国の中技能
労働者は困難に直面する。さらに第３次のア
ンバンドリングが予想され、サービス業のオ
フショアリングが一般化するとみている。AI
と遠隔知能（RI）の組み合わせにより、遠隔
で労働サービスを提供できるため、貧しい国
の労働者は、豊かな国の労働者と直接競争す
ることになる。逆に、先進国への生産工程の
回帰の可能性が出てくるので大収斂が終焉す
ることもある。
　保護主義政策や関税の効果も従来の理論と
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